
（単位：円）

変更区分 事業区分 事業名 補助金額

追加
専門相談支援事
業

金融相談専門員 1,464,000

※変更区分には、「追加」、「廃止」、「変更」、「未実施」のいずれかを選択してください。 1,464,000

新型コロナウイルス感染症の拡大による金融相談員設置のため

阪南市商工会

令和２年度（2020年度）　商工会等事業変更概要書（１回目）

１．事業変更一覧

変更の理由



２．経費支出概要書（経費内訳）
（１）経営相談支援事業 （単位：円）

事業所数/回数 補助金額 事業所数/回数 補助金額 算定基準 補助金額

350 8,750,000 350 8,750,000 0

20 200,000 20 200,000 0

20 600,000 20 600,000 0

130 5,200,000 130 5,200,000 0

7 140,000 7 140,000 0

12 240,000 12 240,000 0

25 625,000 25 625,000 0

70 1,400,000 70 1,400,000 0

1 20,000 1 20,000 0

7 140,000 7 140,000 0

80 1,600,000 80 1,600,000 0

5 250,000 5 250,000 0

10 200,000 10 200,000 0

80 1,600,000 80 1,600,000 0

90 1,800,000 90 1,800,000 0

80 800,000 80 800,000 0

50 500,000 50 500,000 0

3 60,000 3 60,000 0

0 0 0 0 0

15 300,000 15 300,000 0

0 0 0 0 0

80 400,000 80 400,000 0

350 3,500,000 350 3,500,000 0

― 28,325,000 28,325,000 ― 28,325,000 28,325,000 0 0

（２）専門相談支援事業

支援日数 補助金額 支援日数 補助金額 算定基準 補助金額

0 0 61 1,464,000 1,464,000

6 144,000 6 144,000 0

2 48,000 2 48,000 0

5 120,000 5 120,000 0

5 120,000 5 120,000 0

4 96,000 4 96,000 0

― 528,000 528,000 ― 1,992,000 1,992,000 1,464,000 1,464,000

（３）地域活性化事業

補助金額 補助金額 算定基準 補助金額

13,641,723 13,641,723 0

（4）商工会等支援事業

補助金額 補助金額 算定基準 補助金額

1,275,550 1,275,550 0

（５）合計

補助金額

1,464,000

変更前 変更後

申　請　合　計 43,770,273 45,234,273

差額

補助金額 補助金額

差額

算定基準 算定基準

小　　計 別紙事業調書のとおり 別紙事業調書【変更後】のとおり

小　　計 別紙事業調書のとおり 別紙事業調書【変更後】のとおり

変更前 変更後

変更前 変更後 差額

算定基準 算定基準

税務相談

労務相談

金融相談専門員

法律相談

登記・相続相談

小　　計

※支援日数×24,000円。ただし、記帳支援のために税理士を活用する場合、事業所数×26,000円

経営相談（マーケティング）

差額

算定基準

小     計

算定基準

事業承継支援

災害時対応支援

マーケティング力向上支援

事業計画作成支援

創業支援

ＩＴ化支援

結果報告

販路開拓支援

事　業　名
変更前 変更後

労務支援

人材育成計画作成支援

マル経融資等の返済条件緩和支援

事業所カルテ・サービス提案

支援機関等へのつなぎ

金融支援（紹介型）

金融支援（経営指導型）

フォローアップ支援

資金繰り計画作成支援

記帳支援

事業継続計画(ＢＣＰ)作成支援

コスト削減計画作成支援

財務分析支援

５Ｓ支援

債権保全計画作成支援

阪南市商工会

区　　　分
変更前 変更後 差額

算定基準 算定基準


